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　論　文
一

豪雪都市の 雪害度 に 関す る研究

第 2 報 ， 大雪年 と少 雪年 の 長岡市の

　　　　　用途 地 域別 の 雪害度

上村　靖司
＊ ・梅村　晃 由

＊

　　　　　　　　Snow 　Damage 　in　an 　Urban　Area

　　　　　　　　　　　　　with 　Heavy　Snowfall
Part　2：The 　Annual 　Amounts 　of 　Snow 　Damage 　in

　　　　　　District　of 　Nagaoka 　City　in　the　Years

　　　　　　　　of 　Snow　Abundance 　and 　Scarcity

Seiji　KAMIMuRA ＊ and 　Teruyeshi　UMEMuRA ＊

Abstract

　 In　order 　to　support 　a 　long−term　planning　ofsnow −removal 　system 　in　a 　city 　of 　heavy　snow −

fall，　annual 　amounts 　of 　snow 　damage 　are　estimated 　in　representative 　years　of 　different
amount 　of 　snowfaU 　in　areas 　of 　different　land　use ，

　The 　calculated 　amount 　of 　snow 　damage 　in　Nagaoka 　C三ty　is　greatest　in　the　commercial

area
，
　and 　least　in　the　first　kind　residential 　area

，
　depending　greatly　on 　the　land　value 　and

the　 establishment 　 of　snow 　 facilities。　 And 　an 　additional 　calculation 　has　 shown 　that　con −

struction 　of 　snow 　removing 　ditch　is　not 　economical 　except 　in　the　commercial 　area 　if
．
the

snOw 　carrying 　man −pOwer　iS　taken　intO　aCCOUnt ．

　The 　total　amounts 　of 　snow 　damage 　in　20　km2 　urban 　area 　are 　15．1　billion　yen ，
10．4　billion

yen　and 　7．5　biHion　yen　per　year量n 　the　years　ofabundance （1986），
　average （1983）and 　scarcity

（1989）respectively ，
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　　　　　　　　economic 　evaluatien

1． 緒　言

　現 在，豪雪都市に対 して ，克雪 ・利雪の 種々 の

対策が提案され て い るが，それ らの 対策 の 適 否を

＊

長 岡技術科学大学機械系
＊Department 　 of　 Mechanical　Engineering，　 Nagaoka
University 　of　Technology ．

こ の 論文 に 対す る討 論 は平成 5年 8月末 日 まで 受付ける 。

検 討す る際 対象 とす る地域が 現在 どれ だけ の 雪

害を こ うむ っ て い て ，そ れ が新 しい対策を実施す

る こ と に よ っ て
， どれだけ減少す るか を定量的 に

知 る こ とが 要望 され る 。

　我 々 は，先 に ，ある地域が ある 日 に
， 雪の た め

に 受け る損害の 金額を
一

日当 た りの 雪 害度 と定義
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し，具体的に長岡市駅 前の O．24km2 の 地域 の 1978

月 1 月24日 の 雪害度を 4ユ9万 円／ 円 と計算 した
1）

。

　克雪 ・利雪の 対策が長期 に お よぶ場合，た とえ

ば，ある地域に ，流雪溝や雪の 水力輸送 シ ス テ ム
2）

な どを建設 しよ うとす る場合，
一

日 の 雪害度 の 値

で はな く， 雪の 多い年 ， ある い は少な い年に ，そ

の 地域が 受け る 年間の 雪害度 の 値を知 る こ と が 重

要 とな る 。 また，そ の よ うに して 計算 され た雪害

度が
， 都市内 の 各地域で ど の よ う に違 うか を知 る

こ とも，豪雪都市 の 新 しい 対策を計画する上で 重

要で ある 。

　そ こ で ，今回 は，長岡市の 市街化区域 の ほ ぼ全

域を建築基準法 に基づ い た用途地域 に 分けて
， 大

雪年と少雪年の 年間の 雪害度を計算する とともに，
一例 と して

，
そ の 値を用 い て 流雪溝の 経済性を判

定 した の で 報告す る 。

Z 　対象地域と 降積雪条件

　計算対象地域は，図 1 に 示す長岡市の 信濃川東

岸の 市街化区域で あ る 。 建築基準法の 定め る用途

地域に従 っ て ，第 1 種住居専用地域 （1種住専），

第 2種住居専用地域 （2種住 専），住 居地 域 （住

居），近隣商業地域 （近隣商業），商業地域 （商業），

準工 業地 域 （準工業），工 業地域 （工業），工業専

煢 思監1
瞬

。

蘇

。

地

遷

嵩 1

図 1　 雪害度計算対象地域 （長岡市信濃川東岸

　　 の 市街化区域 ）

表 t　 対象地域の 概要 （1989年現在）

用 途 地 域
面　　　積

　 　 ha
地　　価

千円／ m2
世　帯　数 人 　 　 　 口

1 種 住 専 271。1（13，3） 54 3，797（11，9） 12，593（12．3）
住

2 種 住 専 4349 （21，3） 69 5，825（18．2） 19，104（18，6）
宅
， 住　　　居 545．6 （26．7） 71 12，177（38．0） 38，689（37．7）

商 近 隣 商 業 147．3 （ 7．2） ユ41 4，688 （14．6） 14，495 （ユ41 ）

業 商　　　業 82．8 （ 4．0） 363 2，043（ 6，4） 5，895（ 5，8）

準　工 　業 302．0 （14，8） 58 2，542（ 7．9 ） 8，606（ 8．4）
工

工 　　　業 210．8 （10．3） 56 944（ 2．9） 3，ヱエ2 （ 3．D）
業

工 業 専 用 51．0 （ 2，5） 48 0（ 0．0） 0 （ 0．0）

全 　 　 　 　域 2，045．1 （100．0） 81 32，016 （100．0） 102，495 （100．D）

（ ）内 は，構成 比幽 を 示す。地 価 は，各地域お よ び全域 の 面積平均値

N 工工
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用地域 （工 業 専甲）の 8種類 に 分 け られ る 。 各用

途地域 毎の 概要 （面積，地 価，世帯数，人 口 ）を

表 1 に 示 す。対象地域の 全面積 は約 20km2
， 世帯

数は 3万 2千世帯，人 口 は約 10万人で ある 。 地 価

は 1989年の 路線地 価を もと に各地域 ご との 平均値

を換算 した もの で ，全域 の 値 は こ れ らの面積平均

値 で 8 万 1 千円／ m2 とな っ て い る 。

　図 1に 示 した観測地点で 観測 され た，過去の 30

年間の 降積雪 デ ータを表 2（a｝に示す 。 こ の 都市の

降 雪の 多さは
， 人口 5 万人以上の 都市で ，世界で

数番目に位置する
4）

。 降雪 お よ び積雪の 深 さは，

上 記 の 観測点 の デ ータ で 代表 し，各地 域ご との 差

は無視す る こ ととす る 。 そ して ，代表的な大 雪年

と して   1985 ・86年 ， 平年 と して   1982・83年，

そ して 少雪年 と して   1988・89年の 冬期を選ぶ 。

こ れ らの 年 の 降雪お よ び積雪の デ
ー

タを衷 2（b）に

示す 。 なお，本論文に お ける雪害度の 値は，平成

元年度 に 表 2 （b）に示 した よ うな雪の 条件 にな る こ

とを想定 した もの で ，計算に 用 い る費用は，長岡

市が発表 して い る消費者物 価指数に よ っ て 補正 し

た 。

表 2　長岡市 の 気象条件 3）

（a） 過 去 の 60年間の 値 （1929〜1990）

降積雪

デ
ー

タ

最深積雪

HC （cm ）

降雪累計

τF （cm ）

積雪 日数

　 o 旧 ｝

最大値

最小値

平均値

318

30

141．6

1，229

　 ユ34

　608，1

13950

96．7

Ib｝ 計算 に 用 い た 代表年度 の 値

降積雪
デー

タ

最 深積雪
EC （cm ）

降雪累計
TF （cm ）

積雪 日数
Z）C （日｝

備　　考

  大雪

  平年

  少雪

225

14430

ユ，ユ93

　 624

　 ユ34

130

8967

1985・86年冬

ユ982・83年冬

ユ988 ・89年冬

最深積雪 は，対象とす る冬の 積雪 深 の 最 大 値 を 表す 。

降雪累計 は，毎 日の 新積雪 の 深さを
一

冬の 間累計 した

も の を表す 。 積雪 日数 は，根雪期間を表す。

147

3． 雪害度の 計算

　 3．1　 計算 方 法

　雪 害度 は，雪に よ る便益 の 低下ke と費用の 増加

〆 の和 と しT ，次の よ うに定義 され て い る
i）

。

h − ke＋ e
”

［円／ （m2 日）コ （1｝

feは 毎 日 の 利用 度の 低下 率，　 e は雪 に 無関係に か

か る費用，〆 は雪の た め に かか る 費用で
，

いずれ

もユ日当た りの 値で ある 。

　．Σを，365日 にわた る集計と して
， 各値 の集計，

H ・−Xh ，　 E ＝Ee ，　 E ” − Xe ”

，

　一　　 Xhe
　 k＝＝
　　　 Xe

を と ると，｛1）式 は，

H ＝kE ＋ E ”

［円／（m2 年）コ

と表す こ とが で きる。

（2）

〔3）

い ま，毎 日 の 値で な く， 年間の E や E ”

が与え

られ て い るとす る と，

6 ＝＝

　 　 365

とお くこ とに よ っ て，

　　　− 　 Xk
　 　 　 h ＝
　 　 　 　 　 365

〔2｝の 最 後 の 式は，

（4｝

（5）

とな る 。 特に ，々 が積雪期間中，ほ ぼ 一定 と見 な

せ る場合は，それ以外の 期間 で は h ＝ 0で あるか

ら，（5）式 は，

　 　 　 −　 　 kl）
　 　　　 　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　 　　（6〕　 　　 h　・＝
　 　　　 　 365

と書か れ る。 こ こ で
，

D は年間の 積雪日数で ある 。

　万，E ，　 E ”

は，雪害の 発生す る要因毎 に計算さ

れ，そ れ らを地域毎に 積算す る こ と に よ っ て 対象

地 域の 雪害度が 計算 され る。 こ こ で は，要因 と し

て ，車道，歩道 ， 駐車場，屋敷空間，家屋 ，公園

の 6 つ を取 り上 げる 。 こ の 他に ，要因 と して は，

屋 外構造物，屋外使用機器 ， 樹木が あるが，前eei）

で み た ご と く，他 の 要因に 比 べ て そ の 値が非常に

小 さ い の で ，こ こで は無視す る こ ととす る 。 こ こ

で ，取 り上げた積算要 因 はすべ て 場所で あり
， 対

象地域は こ れ らの 6 つ の 要 因の 占め る場所に分 け

N 工工
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られ る 。 各地域 を積算要因毎 に分ける と，表 3 の

よ う に な る 。 こ こ で ， 「そ の 他」 の 項は，河川 ，

農地等で あ り， 雪害度 の 計算か らは除 く。

　 なお，表 3 の車道，歩道，家屋 ，屋敷空間，公

園 ，
そ の 他の 面積 の 値 は

， 長岡市が調査 した 「都

市計画基礎調査」 （1989）か ら求めた もの で ，駐車

場は
， 住宅明細図

5）よ り推計を行 っ た もの である。

車道と歩道 は
， 幅員 22m 以上の 道路で は両側 5m

の 歩道 ， 12〜22m の道路で は両側 2．5m の 歩道 ，

そ れ以下の 幅員の 道路で は歩道が無 い もの と して

面積配分が行わ れ て い る 。

　 3．2　 k と E の 計 算

　あ る場所 の 々の 値は，そ の 場所で 本来の 目的に

か な うよ うに 雪対策が実施さ れ て い れ ば
， 利用 の

阻害は起 らな い もの と して ， 0 とす る こ とが で き

る 。 そ して 雪対策が行われ て い なけれ ば ，
k − 1

とする。す なわ ち，対象地域の任意の 場所は，そ

の 場所で雪 対策が 行わ れ て い るか ，
い な い か に よ

っ て ，々＝ 0 また は le・＝ 1 の い ずれか とな る 。 こ

の とき，ある地域の 々の 値 は，そ の 地 域内 の 面積

の 何 パ ー
セ ン トで雪対策が行われて い るか と い う

デ
ー

タ に よ っ て 与え られ る 。 こ の k を，（6｝式へ 代

入 して ，k を得 る 。

　雪に無関係 に か か る費用E 円／（m2 年） は，長

岡市にお け る実績 デ
ー

タか ら，次に示すよ うな方

法で 求め る こ とと した。

　
一

般 に，費用 E は地代 と設備 費と管理維持 の た

め の 経費 よ りな る 。 まず地代は ，地価 に金利をか

け て 求め る 。 金利は年金利を 6％ と した 。 対象地

域 の 地価 （路線価）は ，約 5．0〜150万 円／ m2 で あ

るか ら，地代 は 3千円 〜 9万 円／（m2 年）となる。

　設備費 は，車道，歩道お よび駐車場 に つ い て ，

共通 に，長岡市 の 概算建設費 1万円／ m2 をとり，

耐用年数 10年 （減価償却資産 の 耐用年数 に関す る

省令 ，
ア ス フ ァ ル ト道路の 場合）と して ，1．0千円

／ （m2 年） と した 。

　車道 ， 歩道 ， 駐車 場 の 経 費 は
， 長 岡市 の 市道

8，lkm2 の 年間の 維持修繕費が 約 3 億 5 千万円で

あ っ た こ と か ら，
43．2円／ （m2 年） と した 。

　公園の 経費は，長岡市の 公園 139ha を維持する

の に年間 1億 2 千 2百万円を要する こ とか ら 87，8

円／（m2 年） と した 。

　 3．3　 雪の た め に か か る費用 E ”

の 計算

　　〔1） E”の 計算項 目

　雪の た め に か か る費用 E ”

は，雪a？み の た め に

かか る費用 で あ り，  機械除雪，  消雪パ イ プ ，

  人力除雪，  トラ ッ ク排雪費用，  建築物の 構

造強化費用 が，そ の 主 な もの で あ り， こ れ らの 項

目 に つ い て 計算する。と こ ろで ，こ れ らの 費用 は，

  を除 い て ，降雪あ る い は積雪の 大 き さに依存す

表 3　用途 地 域 ご との 各積算要因の 面積 （千 m2 ）

用 途 地 域 車　道 歩　道 駐車場 家　屋 屋敷空 間 公 　 園 そ の 他 地域面積

一
種 住 専 370 41 23 276 7D2 3512652 ，711

住
二 種 住 専 594 4ユ 43 4881 、151 351 ，9954 ，349

宅
，

住　　　居 1，027 136 1751 ，0382 ，228 89 7595 ，452

商 近 隣 商 業 330 73 46 41ユ 518 11 84 ユ，473

業 商　　　業 174 59 48 256 217 21 51 828

準　工 　業 402 83 60 4281 、032 ユエ 1，0083 ，020
工

工 　　　業 330 53 42 4891 」 54 36 ユ042 ，108
業

工 業 専 用 42 0 0 20 387 9 52 510

合 計 3，170 489 4373 ，4037 ，389 2475 ，31720 ，451

N 工工
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る の で
， あ らか じめ ，最近約10年間 の 長岡市 の 降

雪累計あ る い は最 深積雪 と費用 E ”

と の 関係 を求

め ，こ の 関係か ら対象年度 の E ”

の 値 を逆算する

方法を とる こ とと した 。

  機械除雪

　除雪機械の 出動 は
，

そ の 日 の 降雪状況に よ っ て

決まるの で ，年間の 除雪機械運転費は，その 年の

降雪累計 と関係づ け られ る 。 そ こ で
， 降雪累計

TF （m ）を横軸に，物価上昇率を考慮 した機械除

雪 の 単位延長当た りの 除雪運転費 Cr　1 円／（m 年）

を縦軸 にプ ロ ッ トした の が，図 2 で ある 。 こ こ で

Cr　1 は，長 岡市が 毎年道路除雪の た め に 民間業者

に支払 っ た費用を，そ の 年の 除雪対象の 道路延長

距離で 割 っ た もの で ある 。 なお，除雪経費と して

は，こ の 他 に市の 職員が 従事 した 部分が あるが，

そ の 割合は少な く，金額 も明確で ない の で，こ こ

で は無視 した 。 図 2 に よ る と，TF と Cr　1 は ，図

中に示 した よ うな直線関係に良 くの っ て い る。

　次に ，機械除雪 に か かる 設備 費 は，代表 的 な

200PS級 の ロ ータ リ除雪車の購入費 2 千 7 百万 円

／台 に 保有 台数 18をか け耐用 年数 8年 と， ロ
ー

タ リ車 の 除 雪路 線延 長．175km で割るこ とによ り

求 めた 。 こ の 値は 347円／ （m 年）とな っ た。そ し

て
，

こ の 機械の 維持経費 は，毎年設備費 の 1割 と

見込むこ ととした 。 なお，除雪 車と して は，こ の

他に タ イ ヤ ドー
ザや グ レ

ー
ダが使われ る けれ ども，

こ れらは民間の 除雪委託 業者が所有す るため，そ

の 費用 は経 費と して 市 に請求 され，こ の 計算で も

上 の 経費の 中に含め られ て い る 。 以上 の値 は
， 除

雪延長距離 当 た りで 見 た もの で ある が，こ れ を対

象地域の 面積当た りで 示 すた め ，対象地域 の 道路

の 全体の 平均幅員 8．9m で 割 っ て ， 1m2 当たりの

費用 を El ”

を求め た 。 こ れ は，次 の 様に 表される。

El” ＝
　（Cr　1 ＋ 347× 1．1）／8．9

　　− 5．09　TF ＋ 57．0，円／（m2 年），

　　　　　　　　　（TF ≧ 0 ，m ） （7｝

  消雪パ イ プ

　消雪バ イプは ， 地下水を汲 み上 げて道路上 に 散

布 して 融雪す る装置で あ り，ノ ズ ル の 付 い た パ イ

プが対象地域内に敷設 されて い る 。 そ の 経費は，
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地下水 を汲み上げ る電力で あ り，そ の 費用は，降

雪累計 と と もに増加する もの と見 ら れ る 。 そ こで
，

降雪累計 TF （m ）を 横軸に，そ の 年 に支払 われ た

消雪パ イ プ の 電気料金を敷設距離で 割 っ た Cr2を

縦軸 として ，図 2 にプ ロ ッ トした 。 TF と Cr2 は，

や は り良 く直線関係に の り，
そ の 関係式を図中に

示 した 。 なお，実 際には こ の 他に ，簡便な ホ ー
ス

散水消雪が併 用 され て い る が，通常 の 消雪 パ イ プ

に 比べ て 少な く，こ こ で は無 視 した 。 消雪 パ イ プ

の 設備費 は，最 近 つ くられ た
一

例か ら次の よ う に

求め た。すなわ ち，幅員 10m ，延長 300m の 車道

に対 して，建設 費 1千 2百 40万円を要 し，耐用年

数を 15年 として，設備費 276円／ （m2 年） と した 。

次に，そ の 維持経費 は，県道部分の 延長 4，931．5m ，

平均幅員 8．9m に 対 して 1 年間 に支 払われ た 132

万 6千円の 実績か ら，30．0円／ （m2 年）とな っ た。

こ れ らか ら，消雪パ イ プ の 費用 E2 ”

は，次の 様に

表 され る 。

E2 ” ＝ Cr2 ／8．9＋ 276 ＋ 30

　　＝ 3．56　TF ＋ 340，　 円／（m2 年），

　　　　　　　　　　（TF ≧ 0，　 m ） 〔8｝

  人 力除雪

　人力除雪は家屋や ア
ー

ケ
ー

ドの 屋 根上 の 除雪を

す る場合 （雪降 ろ し） と，地上の 除雪をす る場合

で 費用が異な るの で ，分 けて 計上す る 。

『

　まず屋根上の 除雪 は，積雪深 に依存 し
， 最深積

雪 HC を横軸に，対応す る年 の 長岡市の 平均雪降

ろ し回数 F 回／年を縦軸 に プ ロ ッ トした の が ， 図

3 で あ る 。 F は，　 HC −　O．75m まで 0 で ， こ れを

越す と，HC と ともに直線 的 に増加 し
，
　 HC 　・・　2．3

m で F ・・　3 回 とな る こ とが わか る 。 こ の 関係を表

す式を，図中に示 した 。

　人力除雪単価 は
，

1人 8 時間の 労賃11
，
400円を，

そ の 間 の 平均除雪面積 67m2 で 割 っ た値，170／

（m2 回） に ，上記 の F 回／ 年 を か け る こ と に よ

り，求 め られ る 。 除雪に 使われる器具の 費用 は，

上記 の 金額 に含 まれ る の で ，設備費は 計上 しな い 。

これ らか ら，屋 根上 の 人 力 除雪 の 費用 E31”は，

次の様 に 表され る 。
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　E31” ＝FX170

　　　 ＝　 323HC − 245，　 円／（m2 年）

　　　　　　　　　　　（HC ≧ O．75
，
　 m ）　　 （9｝

　次に ，地上の 人力除雪は
， 通路等の 確保 の た め

に 降雪の ご と に行わ れ る の で
，

そ の 年間費用 は
，

降雪累計に依存す る 。 そ の 単価 は，先の 屋根雪除

雪の 単価が 1 回に 1m の 雪 の 人力除雪を対象 と し

た と して ，降雪累計 1m 当た りの 地上 人力除雪費

用を 170円／（m2 ・m ）とする。 これらか ら，地上

の 人力除雪の費用 E32”は，次の 様 に 表 され る 。

E32”； 　170　TI
「

，

  ト ラ ッ ク排雪

円／（m2 年）

（π ≧ 0
，

m ） （10）

　降雪量 が あ る限度を越え る と，通常の 除雪機械

で は，もはや除雪 した雪の 置き場所がな くな り，

道路等 の 確保が 不可能 に な る場所が生ずる 。 こ の

様な場所 で は， トラ ッ クを用 い て
， 雪を運搬排雪

し，河川等に捨て る 。 長岡市全域 に つ い て
， 総排

雪量 ．4m3 ／年 と降雪累計 TF の 関係 を見 ると，

図 4 の よ うに な り， TF が 5．3m を越 える と排雪が

始ま り，降雪累計に比 例 して 増加す る こ とが わか

る 。 そ して ，増加の 直線は，図 4 中に 示 した 式で

近似され る 。 図 4 の A の 値には，対象地域以外で

行われた ト ラ ッ ク排雪の 費用 も含まれて い るが，

そ の 割合は小 さ い の で 無視 し
，

こ の まま用 い る 。

　次に ，各年 に支払われた費用をそ の 年の 排雪量

で 割る と
， 過去 5 年間の デ ータ で 331円± ユ6円／

m3 とな り，こ の値 を用い て ，年間の トラ ッ ク排雪

費用を求め る 。 なお
，

こ の 値に は， トラ ッ ク借用

料も含まれて い る の で ，設備費は特に計上 しな い
。

これ らか ら， トラ ッ ク排雪 の 費用 E4 ”
は，次の 様

に 表される。

E4 ”

　＝＝Ax331

　　 ＝ 1．78　×　IO7　TF 　一　9．40　×　IO7，　 円／年

　　　　　　　　　　 （TF ≧ 5．3，　m ）　　（11）

こ の 値 は
，

（7）式 まで の 値 と異な り，対象地域全域

の 値で あり，地域毎の 割合は，1985年の 実測値か

ら，
一

種住専，二 種住専，住居 ，近隣商業，商業，

準工業，工業，の 各地域 に対 して ， 4，1
，
33，39，
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18，1，4，0 （％）と した。

  建築物の 構造強化費用

　積雪地域の 建築物は，建築基準法で定め られた

基準に従 っ て ，積雪荷重 に 耐え るよ うに 設計 され，

そ の 構造が 強化され て い る 。 こ の 構造 強化の た め

の 費用は算定が困難で ある が，こ こ で は前報で 用

い た概算値 ， すなわち，木造構築物で 5千 円／m2 ，

非木造構築物で 8千円／ m2 をとるこ とと した。 そ

れぞれ の 耐用年数 を20年，40年と して ，構造強化

費用 Es ”
は，250円／ （m2 年），200円／ （m2 年）

とな る 。

800

毎
量 600
奩

δ 4。。

醸

績
　 200

絳君累計　 TF 　 m ／年

図 2　長岡市の 除雪施設 の 運転費と除雪累計 の 関係

　　 機械除雪は 1982〜1989年 ，消雪 パ イ プ は 1985
　　 〜1989年の 実績

世
＼

回

L

鑾
回

郎
謹

最深積雪　HC 　m

図 3　長岡市 の屋 根雪の 除 雪 回数 と最 深積雪 の 関係

　 　 1985〜1989年
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降晋 累計　TF 　 m ／年

図 4　長岡 市 の総排雪量 と降雪累計の 関係

　 　 1982〜1989年

（2｝ 要因毎の E ”

の 計算

　対象地 域に あ る車道 の E ”

は， そ こ に あ る機械

除雪路線の 面積と消雪パ イプ設 置路線の 面積とを，

それ ぞれ上 で 求めた E1 ”

お よび E2 ”

にかけて加え，

さ らに ， ト ラ ッ ク 排雪の 費用 E4”
と前述 の 分布割

合をか けた もの を加え る こ と に よ っ て 求め られ る 。

対象地域 に ある歩道の E ”
は

， 機械 除雪路線の面

積と，消雪パ イ プ設置路線の面積を，それぞれ Ef ，

E2”に か け ，
ア ー

ケ
ー ド面積 を，

　 E31”と Es”
に か

けて ，こ れ らを加え あわせ る こ と に よ っ て 求め ら

れる 。 なお
， 車道お よ び歩道の

， 機械除雪お よ び

消雪パ イ プ の 除雪路線は，行政機関が毎年設定 し

て お り，車道の 除雪面積は ，車道の 除雪延長に 平

均幅員 8．9m をか け，歩道 の 除雪面 積は ，そ の 除

雪延長 に平均幅員 2．5m をかけ た値 と した 。

　駐車場の E ”

は，屋外 の 駐車場の み を対象 と し

て い るの で，す べ て 消雪 パ イ プ が敷設 され て い る

もの と して ，駐車場面積に E2 ”

を か けて求め る 。

　家屋 の E ”

は，表 3で 示 した家屋 面積 に E31”と

Es ”

を か けて 求め る。

　屋敷空間の E ”

は，消雪パ イプ と人力 除雪に よ

る費用で あ り， 表 3 で 示 した屋敷空間面積の うち，
一般住宅面積は

，
そ の 5 ％ が人力除雪の 費用 E32”

によ っ て 確保 され，残 りの 商業 ・工業用地 面積は，

そ の 70％が 消雪パ イ プ の 費用 E2”
に よ っ て 確保 さ

れて い る と して，両者の 集計を求め た 。 なお，各
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地域内に お ける屋敷空間内の ，
一般住宅面 積 と，

商業 ・工業用地面積 と の 区別は，前述 の 「長岡市

都市計画基礎調査」 に よ っ た 。

　公園に つ い て は，上に 述べ た 4 っ の 対策の い ず

れ も行われて い な い の で ，
E ” − 0 とした 。

4． 計算結 果

　以上の よ うに して ，対象地域の 雪害度 H を計算

した結果を，表 4 に示す。各項 目の 上段，中段，

下段の 値が ，それ ぞれ i2 に示 した大雪年，平雪

年，少雪年 の 気象条件 に対応す る H で あり，単位

は 百万 円／ 年で あ る。

　まず，要因別に見 る と，い ずれ の 年 も屋敷空間

が最 も大 き く，そ の 合計金 額は，大雪，平雪，少

雪 の 順 に 102億 円，71億円，54億 円 と減少 して い

る 。 全体の 雪害度 が，同 じ様に して 151億 円，ユ04

億円，75億円 とな っ て い る の で ，屋敷空間 の 雪害

度は，全体 の68％ 〜71％を 占め る こ とにな る 。 屋

敷空 間につ い で H が大 き い の は家屋で あり， 雪害

度の 16％〜11％を占め る 。 次が歩道で 7．4％ 〜7．6

％ を占め
， 以下車道 4．2〜4．7％，公園 3．3〜7．6％ ，

駐車場 1．1〜2．0％ と な っ て い る 。 こ の うち特徴的

な の は家屋で ，他の 要因の い ずれも雪の 増大 とと

もに そ の 全体に 占め る割合が低下するの に対して ，

少 ， 平，大雪年 とな る に 従 っ て ，そ の 占め る割合

が増大す る 。 こ れ は ，雪の 増大に 伴 っ て 屋根の

雪降ろ し回数が，急速に 大き くな るた め で あ る。

　各要因毎の 雪害度を，そ の 要因が 占め る面積で

割 っ て ，単位 面積で 表 した もの を図 5 に示す 。 こ

こ で は，全体 の 値を，便益 の 低下分 kE と雪 の た

め に生ず る費用 E ”

を積 み重 ね て 示 した 。 こ れ に

よ ると，大，平，少雪年 とも，歩道 の 雪害度が大

き く，続 い て 公園，屋根空間 とな っ て い る 。 そ し

て ， こ れ らの 要因 に は
，
E ”

が 無 い か
， ま た は 極め

て 少な い こ とが わか る 。
つ まり，こ れ らの 要因は，

雪 の 対策が 行わ れ て い な い た め に
，

雪 害度 が 上 が

っ て い る 。 逆に，車道 や 駐車場は，少な くも こ の

デ
ータ の 範 囲 で は，十分 に雪 に対す る対策が 行わ

れ て い て ，便益の 低下 に もと つ く雪害が無 く，全

体の 値 も小 さ い 。

　次に
， 地域毎の 雪害度を見 る と，上の 議論か ら，
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表 4　 大雪年，平雪年，少雪年 の 雪害度 （百万円／年）

用 途 地 域 車　 道 歩　 道 駐車場 家　 屋 屋敷空 問 公　 園 合　 計

56 58 9 200 802 40 ユ，165
一

種 住 専 40 40 8 128 544 28 788

29 30 8 67 395 21 550

9荏 78 16 353 1，610 512 ，203
二 種 住 専 70 53 16 226 ユ，097 35 1，497

51 40 15 119 806 26 1，058

176 222 67 750 3，114 ユ364 ，466

住 　 　 　居 124 152 63 478 2，133 933 ，044

96 114 60 252 1，576 702 ，168

118 232 18 296 1，356 332 ，053

近 隣 商 業 81 159 17 188 929 23 1，397

68 120 16 98 693 17 1，0ユ2
66 327 18 183 1，201 163 1，957

商　　　業 48 223 17 116 826 1ユ2 1，341

41 166 17 59 623 84 989

53 128 23 304 981 ユ3 1，502

準　工 　業 40 88 22 193 706 9 1，058

30 66 21 100 549 7 773

39 74 16 347 91ユ 44 1，430

工 　　　業 28P 　　　　　　51 15 219 687 30 1，031
21 38 14 ユ12 559 22 768

24 0 0 13 232 10 279

工 業 専 用 18 0 0 8 189 7 222
13 0 0 4 164 5 186

626 1，ユ19 167 2，44610 ，207 49115 ，056

合　計 449 765 ユ58 1，556 7，1工3 33610 ，378

349 574 ユ51 812 5，365 2537 ，504

各欄 の 上段 は大雪年，中段 は平雪年，下段は少雪年 の 値 を示す。

軒
と

途

工

2000

teeo

0

匚 コ RE
遷蘯霾 E”

　 少 雪年

塒

肖

車道 　　歩 道 　 駐車場 　家屋 屋敷空 間　公圓

図 5　 積算要因毎の 単位面積当た り の 雪害度，
　 　 円 ／（m2 年）

歩道や公 園や屋敷 空間が 多 い 住居地域の 雪害度が，

大 き くな る こ と が 予想 され る が
， 事実 ，

表 4 の 結

果 は，大，平，少雪年 とも，住居地域 の 雪害度が

最 も大 き く，全域 の 雪害度 の 29．7％〜28、9％ と な

っ て い る 。
つ い で大 き い の が， 2種住居専用地域，

商業地域，近隣商業地域で あり，こ れ らの 地域の

面積は，全 体の 21．3％，4．0％，7．2％ と大 き く異

な る が， こ の 地域で 発 生 する雪害度は，どれ も全

体 の 約 14％ とな っ て い る。こ れ は，商業地や 近隣

商業地 の 歩道 の 面積割合が 多く，こ の 地域の地価

が高 い た め で あ る 。 つ づ い て 雪害度の 大きい の は
，

準工業地域お よび工 業地域で あ り ， それぞ れ全体

の 約 10％ の 値 とな っ て い る 。 さ らに，一種住居専
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用地域が全 体の 約 7 ％，工業専用地域が，全 体の

約 2 ％とな っ て い る 。 各地域の 雪害度が全体に 占

め る割合は，雪 の 量が変わ っ て もあまり大き くは

変わ らな い が，詳 し く見 ると，雪 の 量 の 増大に と

もな っ て ，住宅地域で は増大 し，工 業地域で は減

少する傾向がみ られ る 。
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図 6　用途地域毎 の 単位面積当た りの 雪害度，
　 　 円／（m2 年）

　図 6 に用 途地域別 の 雪害度の 集計を，単位面 積

当 た りで 表 す。商業地域，近 隣商業地域，住居地

域の 頒 番で ，工業地 域 と工業専用地 域，準工業地

域，第 1種，第 2 種住居専用地域が こ れ に続 い て

い る 。 工業，工 業専 用地 域以 外 は，便益 の低下

E々 分が 50％以上 とな っ て い る こ とがわか る 。

5． 考 　察

　 5．1　 特殊な 気象条件の 場合の 雪 害度の 推定

　 以上過 去10年間の デ ータを もと に，大，平，少

雪年の 雪害度を見て きた が，こ こ で用 い た計算式

を，上記以外の 年に 適用 し，雪 の 量が極端に 変化

した年の雪害度を推計 して み る。 い ま，極端な 場

合 と して ，雪が全 くな い 年 （無雪年） と，記録上

の 最大降雪累計の 年 （超大雪年），す な わち1944 ・

45年冬の 気象条件 に 対す る雪害度 を計算す る 。 こ

の とき，feは，無 雪年 は 0 ，超大雪年で は，　 k が

大雪年 と同 じで ，1）が 139日 に な る と して （6）式か

ら計算す る。E は表 3 の 値を用 い ，　 E ”

は，無雪年
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の 場合 ca　TF − O ，　 HC − 0，超大雪年 は TF − 12．29

m ，HC − 2．95m を，（7）〜（11）式 へ 代入 して 求め

る 。 得 られ た結果 は ，以 1ドの よ うで あ る 。

　無雪年の 雪害度 H は，全域の 合計で 11ma円／年

とな っ た 。 こ れ は，雪対策費の 初 期投資の 合計 を

表 して お り，雪が 無 い 年 も，雪 の ある年の た め に，

負担 しな けれ ばな らな い 費用 を表 して い る 。 こ の

値の 大 き さを要因あ る い は地 域 ご と に 見れ ば．あ

る要因 また は地 域ご とに，雪対策が ど の 程度行わ

れ て い るか を示す値 とな る 。 計算結果 よ り，要因

で は車道，駐車場，屋敷 空 間，地 域 で は，住居 地

域 工 業地 域に 多 くの 雪対策が行わ れ て い る こ と

が わか っ た。

　次 に，超大雪年を見 ると，全域の 合計で 166億

円 とな り，表 4 に示 した平雪年 の 約 1．6倍 とな っ

た 。 要因別に は，や は り屋敷空間が最 も大 きく約

7割 を 占め る な ど，前節で 述 べ た傾向と同様で あ

る が，家屋 の 比率 はさ らに 増えて 19．4％ とな っ た 。

こ の 事は，豪雪年 の 屋根雪降ろ しの 負担感の 増加

を良 く表 して い る 。

　 と こ ろで ，こ こ で 計算された雪害度 はあ くまで

も少雪年や 大雪年 を延長 した もの で あり，超大雪

年に お い て これ らの 年に はな い 突然 の変化，例え

ば消雪 パ イ プの 水不足 に よ る機能停止 ，除雪機械

の 不足に よ る道路閉鎖，建物の 倒壊 などが起 っ た

と きに は， こ こ で 計算 した 値を は るか に 越え る雪

害が起 る こ とが 予想 され る。こ の 値 の 予測 は，極

め て 重要な こ と で あ るが ，本論文 で は取 り扱 わ れ

て い な い こ とを お こ とわ り した い 。

　 5．2　 流雪 溝導入 の 経 済評 価

　 い ま，ある地域に 年間費用 dE ”

をか けて ，新 し

い 除排雪施設を導入 した とき，そ こ にあ る要因の

利用 度の 低下 率k が， Afeだ け変 化 した もの とす

れ ば，こ の 施設の 導入に よ る雪害度 H の ．ヒ昇 は，

AH ＝tik。E ＋ dE ”
（12）

と表 され る。

　 こ の dU が正 な らば，新 しい 施設 の 導入 に よ っ

て ，雪害度が上昇 した こ と に な り，こ の よ うな施

設 の 導入 は避けるべ きで あ ろ う 。 逆 に， dH が負

とな れば，雪害度が減少 した こ と に な り，こ の 施
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設の 導入は経済的 に有効 と言え る 。 こ れを」E ”

の

投資に 対す る便益 の 増大 dB を示 す投資効率 ηで

表せ ば，

dB ＝− dH ＋ 」E ” ＝− dh ・E

で あるか ら，

　　　 dB 　　
−

　dk・E
η ＝7．

〃

＝
dE 〃

（13）

（14）

と な る 。 特に，々 と して （6｝式が適用 され，新 し い

施設の 導入 に よ っ て ，除排雪面積が AA だけ増大

した とすれば，投資効率 ηは，

・《 争 （
D365

）f，
“ （15）

と表 さ れ る こ とに な る 。

　
一

例 と して ，最 も単位面積当た りの 雪害度 の 大

きか っ た歩道を除雪す る こ とを 目的と し，本論文

で 計 算 した地域に 対 して ，新た に流雪溝を導入 す

る こ とを考え る 。 そ の 導入 に よ っ て ，大雪年 と少

雪年 の 雪害度が ど う変化 す るか を見 る こ ととする。

　 こ の 場合，流雪溝を新設す る ため の 設備費は，

長岡市に お い て
， 昭和60年か ら稼働 して い る ポ ン

プ揚水式の 流雪溝 に対 して実際に かか っ た費用 を

もと に計算 する 。 すなわ ち
，

2 台の ポ ン プ施設 と

総延長 1β50．7m の 流雪溝 に対 して ，1．57億 円を要

し，平均幅員 3．5m で あ っ た の で，耐用 年数を20

年 と し，流雪溝の 設備費は，1，657円／（m2 年）と

な る。 次に，経 費は ポ ン プ の 電気料を と り， 実績

デ
ー

タ か ら大雪年は 385千円／年，少雪年は 180

千円／年 と し，こ れ を延 長 と幅員で除 し，そ れ ぞ

れ，81．4円／ （m2 年 ），38．1円／（m2 年）を得た 。

　対象とする場所は ，機械除雪ま た は消雪パ イ プ

の 処 置の な い 歩道 で ，流雪 溝の 設 置 に よ っ て
， 積

雪期間を通 じて確保 され るよ うに なるもの とする 。

　以 上 の よ うに して求め た歩道 の 雪害度 の 計算結

果 を表 5 に 示 す。表 の 各欄の 上段 に大雪年，下段

に少雪年の 値を示 した 。 こ れ をみ る と ，
2 種住居

専用地域 と住居地域の 大雪年 と，近隣商業地域，
　　　　　　　　　　　　　　　　　 N

商業地域の 大，少雪年に 」H が負 とな り，経済的

に 成 り立つ こ と が わ か る 。 そ して
，

こ れ らの ηを

み る と， 1 を越え て い て ，商 業地 域 の 大雪 年 で

4．6
， 少雪年で 2．5

，
近 隣商業地 域の 大雪年で 1．9

上 村
・
梅村 ：豪雪都市 の 雪害度 に 関す る研究

一
第 2 報

と い う高い 投資効率とな る こ とがわか る。

　次に，流雪溝で 雪を処理す る場合 に は，雪を投

入す る作業が必要で あ る こ とか ら， こ の 人件費を

（10）式を用 い て 計算 し， dE ”

に 加 え入 れた場合

を考え る と，dH が負 とな る の は，商業地域 の み

とな り，そ の とき の 投資効率は大雪年で 2．15，少

雪年 で 2．17と な る。

　以上の こ とよ り，流雪 溝導入 に よ る歩道除雪 の

経 済性 は，現状 で ，商業地 域で 無 条件 に 成立 し，

近隣商業地域，住居 地域およ び 2種住居 専用地 域

で は ， 人 件費を含まな い と い う条件付き で 成立 す

るとい う こ とが言え る。しか し，将来人件費が 高

くな る と，そ の 成立性が脅か されると結論され る。

　 5。3　 計 算 誤差 と 結 果 の 妥当性 に つ い て

　以土 の 計算に は，種 々 の 誤差 が含まれ て い る 。

そ の 主 な もの をみ る と，次 の 様で ある 。

　 まず，利用度 の 低下 率 leの 計算 に つ い て は，（5）

式を（6）式で 近似する と こ ろ に ，大きな誤差が生 じ

る場合が ある 。 それ は，雪対策がな されて い る場

所が，降雪量 の 増大に 伴 っ て 減少する場合で あり，

例え ば
， 消雪パ イ プ用 の 地下 水 の 不足

， ある い は

除雪機械 の 不足に よ っ て ，所定地域 の 除雪が で き

な くな っ て しま う場合で あ る 。 こ の 場合は
，
k が

増大す る の で
，
k は   式 に よ っ て 計算 しな ければ

な らな い 。 しか し， 超大雪年の 計算 は
，

こ の よ う

な点を考慮す ると，H はさらに 大きな もの に な る

こ とが予想され る 。 こ の こ とは，表 5 の 流雪溝 の

場合に も言え，流雪溝の 水量や そ こ に投入す る人

の 能力が ，実際に は，追従で きな くな る恐れが あ

り ，
この 場合は

， 投資効率が さ らに 低下 す る 。

　次に，公園や屋敷空間な ど，k がか な り大きい

場所 で
， 積雪 日数 D が 必 ず しも観測点の 値で は な

く，あ る場所は 周辺を除雪 した雪が積み込まれ て

い て D が長 くな り， あ る場所で は 春先に な る と人

が 除雪を して D が 短 くな る 。 そ れらの 詳細を知 る

に は
， よ り詳 しい 現地調査が必要で あ る。 なお ，

雪の 堆雪場所 と して使わ れ て い る場合は，そ の こ

と自体が便益と な っ て い るの で，そ の便益を堆雪

場所の 要因 に入れ る べ きと い う議論が あ る が
， 我

々 は，こ の 便益 は除雪 され た場所で計算され て い

る の で 堆雪 場所 で は計算 しな い と い う立場を とる。
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袤 5　 流雪溝を設置 した 場合の 歩道 の 雪害度

　　　の 変 化 と投 資 効率

用途 地 域
」、4m2 　 」∬

百万 円／年

　 」E ”

百万円／年
η

8．7 66．20 ，872一
種住専 38，045

34．8 64．50 ，460

　 　一4．1−■一 73．81 ，056
二 種住専 42，425

31．8 71．90 ．558

　
一

ユ6，3一一一 204．41 ．D80
住　　居 117，551

85．5199 ．30 ．571

　一111．8一一一 1ユ9．2 ユ．938
近隣商業 68，531

2，8116 ，21 ．024

　
一246．5−−1−−r 67．34 ．663

商　　業 38，731 一96．1 65．72 ．463

　 　 11．0一一一一一一一一 138．90 ．921
準 工 業 79，895

69．6135 ．50 ．486

　 　 8，6−一一齟一一唖一一 82．30 ．896
工 　　業 47，317

42．2 80．20 ．474

0
　 　 0．D−一 0．0 0．0

工 業専用
0．0 0．0 0．0

一350．6752 ．11 ，465
合　計 432，495165

．0733 ．30 ．775

各欄 の 上段 は大雪年，下段は少雪年 の 値を示す。

　次に ，E ”

の計算に お い て，家屋 は屋根雪降ろ し

の 人件費と積雪 に対す る構造強化費用 の み を と っ

た が， こ の 他に も，
一

部 の 家 屋 では，構造をさら

に強化 して 耐雪構造 と した り，屋 根勾配 を急 に し

て 自然に 雪が 落ち る構造 と した り，融雪装置を取

り付けた りして お り，こ れ らの 費用 も加え られな

けれ ば な らな い が ， 現在 はまだ そ の 数 は少な くそ

の 分布 も知 る こ とが 困難で ある こ とか ら，本報で

は考慮 され て い な い 。

6． 結　論

　長岡市 の 信濃川東岸の 市街地 約 20km2の雪害度

を，大，平，少雪年に っ い て ，用途地 域別 に求め

た 。 そ の 結果，対象地 域全体の 雪 害度 は，大雪年

に は 151億円，平雪年 には 104億円 ， 少雪年に は75
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億 円 とな っ た。

　 こ の 雪害度 の 大 きさを要因別 に そ れぞれ の 単位

面 積当た りで 比 べ る と，除排雪対策の 進ん で い な

い 歩道，公園，屋敷空 間が大 きな値を もち，対策

の 進ん で い る駐車場，家屋，車道 は小 さ い
。 用途

地域 別 に単位面積当た りの 雪害度を見 る と
， 地価

に 大 きく依存 し，商業地 域 ，
近隣商業地域 ， 住居

地域が大き な値 とな っ て い る 。 大 ， 平，少雪年の

順で雪害度 は小 さ くな るが ， それ に よ っ て 要因別，

地域別の 特性が変わる と い うこ とはな い 。 こ の こ

とは
， 仮想的な超大雪年 に つ い て も， 現 状の 雪対

策に 能力的な補強が 行われ る限 り，変わ らな い 。

　上記の 計算 された雪害度 を用 い ると，新し い 除

排雪施設を導入 し た と き の 経 済性が，評価され る 。

歩道除雪の た め の 流雪溝設置 の 試 算で は，商業地

域の み が
， 雪を投入 する人 件費を 考慮 して も経済

的に成立する こ とが わか っ た。

　最後 に， こ の 研 究 の ため に ，長岡市 の 各部門か

ら，多 くの 資料 の 提供 を受 けた の で ，御協力を得

た市役所 の 関係各位 に 心 か ら感謝 の 意を表す 。 ま

た本研究は
， 平成 2

，
3 年度文部省科学研究費補助

金 （重点領域計画研究 ， 代表菊池勝弘）の 援助を

受け た の で，こ の こ とを記 し感謝す る。
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